




































　1819 年 1 月，マレー半島の小さな漁村であったシンガポールに，イギリス東インド会社のトマス・
スタンフォード・ラッフルズがインド人 120 人を従えて上陸した．当時の島の人口は，120 人のマレー
人漁民と 30 人の中国人農民が住んでいたとされる．








　シンガポールは 1942 年 2 月から 1945 年 8 月までの「許そう．しかし，決して忘れない」「3 年 8 か月」
と呼ばれる日本の占領期を除いて，1963 年までイギリスの植民地統治下にあった．
　直轄植民地となった翌年の 1947 年の人口センサスでは，当時のシンガポール総人口 94 万人の



































　2000 年代の総人口は，10 年間で 100 万人増加し，2010 年から 2014 年までで 40 万人増の 547 万
人に達している．しかし，その増加分の 4 分の 3 は外国人である．
　2014 年（6 月値）のシンガポール国民の民族比率は，華人が 76%，マレー系が 15%，インド系が 7.4％，
その他が 1.4％で，10 年前の 2004 年比率（華人 76.6%，マレー系 15.1％，インド系 7.2，その他 1.1%）
とほぼ変わっていない．国際・国内異民族間結婚等により，その他の民族割合が増加しているが，民
族構成割合に大きな変動はない．
　図 1 にみるように，国民（Citizens）と永住権保持者（Permanent Residents: PRs）を合わせた「レ



























2000 年と 2010 年で比べてみると，シンガポール生まれは 81.9％から 77.2％に減少し，外国生まれ
が 18.1％から 22.8％に増加しており，移民受入れ増加が確認できる．
　その内訳は，マレーシア生まれが 9.3％から 10.2％に増え，中国・香港・マカオが 4.7％から 4.6％
で横ばい，インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカが 1.8％から 3.3％に増加，インドネ










　2012 年には戦後のベビーブーム世代（1947 年から 64 年生まれ）の定年退職がはじまり，2015 年
からは高齢化が加速していく．2011 年の出生率 1.2 を維持できても，2025 年には人口減少が急速に
進み，2030 年に超高齢社会に突入することが推定されており，このままでは生産労働人口が維持で
きず，社会保障も難しくなる．
　首相府国家人口・人材局（National Population and Talent Division: NPTD）（2013）が，2030 年ま
での包括的な人口政策として発表した人口白書には，少子高齢化が一気に進むシンガポールが，ダイ
ナミックで活力ある経済を維持していくには，移民の受入れが欠かせないことを丁寧に説明している．
　シンガポールの将来人口は，2030 年に 650 万から 690 万人（2014 年は 547 万人）となり，人口
は増えても労働人口が半減することから，年間 1 万 5 千人から 2 万人をシンガポール国民として受
















　2010 年 2 月に発表された「新経済戦略」では，今後 10 年間で達成する改革の柱に，労働生産性の
向上，賃金（中央値）の引上げ，外国人労働者受入れの抑制を置き，技能と革新による成長を目標に
掲げている．
　外国人雇用削減への方向転換は，2003 年から 2008 年の外国人労働者自由化政策で，外国人雇用
が全体の 4 割を占めるまでになったことにある．人件費の安い外国人労働力に依存していては生産性
が上がらないため，外国人雇用を全体の 3 分の 1 までとする抑止策に打って出た．同時に，国民の
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　図 2 にみるように，新規永住権（PRs）認可数は 1990 年に 2 万人程度であったが，21 世紀になる
と倍増していく．深刻な労働力不足に 2003 年から外国人雇用規制が緩められた時期，特に 2005 年
からは劇的な増加をみせていく．2007 年には 6 万人台（63,627 人）を越え，シンガポール国籍とな
る新規市民権（SCs）取得数も 17,334 人に上昇している．




表してこなかった永住権申請の不許可数が 58,923 人もあったことまで発表している．以降，2010 年
の永住権不許可は 68,143 人に増え，認可発給数は 29,265 人へと大きく縮小している．2010 年から
2014 年までの 4 年間，市民権認可数は 2 万人前後で推移し，新規永住認可数は 3 万人以下に抑制さ
れている．この抑制数は人口政策の実験ではないかと筆者には思える．
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以下 E パスと記す）と，非高度人材には労働許可書（Work Permit: 以下 WP と記す）を発給してき
ている．シンガポールで働く外国人には，さまざまな種類の滞在査証があるが 3），現在も滞在期限の
ない E パス 4）と，滞在期間の制限と居住移転の自由もなければ，シンガポール人との結婚もできな






 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 *2014
 99,200 113,400 114,300 143,300 175,400 173,600 175,100 176,600
 44,500 74,300 82,800 98,700 113,900 142,400 160,900 164,700
 757,100 870,000 856,300 871,200 908,600 952,100 985,600 980,800












　シンガポールの外国人就労者の 7 割以上が WP で，工場労働や建設現場，飲食サービス，家庭内
家事労働者（メイド）を対象とした査証である．2004 年には E パスと WP の間にあたる S パス（S 
Pass）が設置されている．これは中程度の技能と一定の教育歴がある外国人の就労査証で，WP との
差別化を図るものである．いずれの査証も職種や仕事の内容，給与待遇，学歴，資格，経験等によっ
てさらに分類され，E パスや S パス保有者は収入等の条件を満たせば，家族の呼び寄せが可能であ
るが，WP は家族の呼び寄せが許可されないだけでなく，雇用主は雇用契約後のシンガポール不法滞
在や，雇用期間中の逃亡防止として，政府労働省に補償金 5,000 シンガポールドル（以下 S ドルと記す．
1S ドルは 2015 年 1 月で約 85 円）を納めなければならない．
　人材省（2014）発表の外国人就労査証数は 2014 年 6 月値で，総数 1,336,700 人と前年比微増となっ




　2014 年 8 月の国会では，人材相に外国人労働者数とその出身国や，職種についての詳細データを














　このように外国人雇用数の上限や外国人雇用税の規定は，2011 年 7 月から 2015 年 7 月までを目
途に，段階的に外国人雇用数の縮小や外国人雇用税の値上げが強化されていく．すでに 2010 年から，
WP と S パス雇用のサービス，建設関連では前倒しで実施されおり，政府は労働生産性が低い建設
部門には，2015 年以降も引き締めを続けていく予定である．
　2015 年 1 月現在，外国人労働者の雇用上限と雇用税は（表 1 参照），たとえば S パス発給枠は，
以前は全従業員の「25％以内」（4 人に一人）であったが，2012 年からはサービス業とサービス業
以外に分類し，サービス以外の全職種は「20％以内」（5 人に一人），サービス業は 15％までに雇用
上限を下げている．S パスの雇用税は，雇用数が全従業員の 1 割以下なら，一人当たり月 315S ド
ルの税金を納めなければならない．さらに，S パスの基本月給の下限も 2010 年の 1,800S ドルから，











的で設けられている．就業累計年数が 2 年を超える労働者と北アジア諸国出身者については MEY の
適用外である．
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　一方，雇用税も雇用数上限もない E パスでも，2014 年 1 月からは，最も低いランクの Q1 パスの





　シンガポール人の好む PMET（Professional, Managerial, Executive, Technical）職と言われる管理・
事務系の就業率は，2013 年には 50% を超えるまでに増加している．人口白書の想定では 2030 年に














ヘルスケア分野では，2011 年時の 5 万人から，2030 年には少なくても 9 万 1 千人の人材が要る．こ
の増加分 4 万 1 千人のうち 3 万 2 千人がヘルスケアの専門家である．ヘルスケア専門家は 2011 年の
4 万 6 千人（うち外国人 1 万人）から，2030 年には 7 割増の 7 万 8 千人（うち外国人 1 万 9 千人）





















ンガポールでは，修業 3 年または 4 年の大卒かポリテクニック卒が看護師，修業 2 年から 3 年の技
術教育学院修了者が准看護師の試験を受験して資格を得る．











































































 1） 1947 年人口センサスによるシンガポール人口は 940,824 人に膨れ上がり，その民族構成は ,
マレー人が 115,735 人，華人が 730,133 人，インド人が 68,978 人，その他が 25,987 人となって









  首相府 NPTD・統計庁ほか（2014）の人口問題報告書では，2013 年の新移民者の出身国を
「東南アジア」と「その他」の二つに分類しており，東南アジア諸国出身からの新規永住者が
55.3％，市民権（国籍）取得者が 55.2％と公表している．
 3） 外国人就労査証で特徴的なのは，起業家パスのほか，2007 年に導入された個人用雇用パス
（PEP）がある．これは，シンガポールが世界中の優秀な人材を獲得するために 2007 年に設け
たもので，通常は転職で雇用先が変わればビザの再給付が必要であるが，PEP であれば転職し
てもパスの再申請は不要となる．PEP の有効期間は 5 年で，更新は認められないため，優秀な
人材に永住権取得を推進する効果がある．また，ワーキングホリデービザ，インターンビザがあ
るが，どちらも過去 5 年以内で世界の大学ランキング 200 位以内の大学生または卒業生でなけ
れば応募資格がない．「その他」の分類には 1 年未満の滞在資格で，技術研修許可や芸能労働許
可などがある．
 4） E パスは，P1 パス，P2 パス，Q1 パスの 3 つのカテゴリーに分かれており，P1 は基本月収
が 8,000S$ 以上，P2 は 4,500S$ 以上で，専門職，管理職，経営職を対象としており，家族帯同
が認められる．Q1 は月収 3,300S$ 以上で若手社員が対象になる．
 5） 2013 年のシンガポールの世帯あたりの所得格差は，久しぶりに縮小している．ジニ係数でみ
ると，2007 年に 0.482 を記録したが，徐々に格差が是正され，2012 年の 0.478 から 0.463（所
得再分配後は 0.412）に下がっている．なお，日本の 2011 年のジニ係数は 0.5536（所得再分配
後 0.3791）で過去最大になっているが，高齢者増に起因するもので，前回調査よりも幾分上昇
して 0.37 台で，シンガポールほど貧富の格差は大きくない．
 6） シンガポールの福祉は「自助努力」が基本である．1995 年に「両親扶養法（Maintenance of 









 8） 国立社会保障・人口問題研究所が 2012 年に発表した日本の将来人口は，このままでは 2048
年に 1 億人を割り，2060 年には 4000 万人減の 8674 万人になると推定している．生産労働人口（15
歳から 64 歳）は現状の 45.9％減となり，労働人口比率は 63.8％から 2060 年には 50.9％となる．
一方，老年人口は総務省発表では 2014 年の高齢者割合 25.9％（8 人に一人が 75 歳以上）から
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Immigration Policy of Singapore:
Acceptance and Management of Foreign Labour
OKAMOTO Sachiko
Abstract: This research examines a transitional turning point in the "open arms" policy for Singapore in 
assimilating foreign labour. Singapore has achieved its economic growth by attracting not only foreign 
capital but also accommodating a foreign workforce. Subsequently, Singapore has been proactive in receiving 
immigrants to supplement the declining birthrate and the rapidly aging society. Nevertheless, the latter part 
of the initial decade of the 21st century saw a rapid increase of foreign nationals, resulting in discontentment 
among local citizens toward the immigration policy.  As a result, the Government has shifted to a more stringent 
immigration policy. It is worthy to note what kind of policies will be introduced in the future for the foreign 
labour force and immigrants vital to the sustainable economic development of Singapore.
